
北海道告示第11552号

北海道が令和７年度において補助金等を交付する事務又は事業、補助対象経費、補助率等を次のとおり定める。

また、次の表の左欄に掲げる事務又は事業に係る補助金等の交付の決定、補助金等の額の確定その他補助金等の交付に関する権限は、それぞれ同表の補助金等の交付に関する権限の委任欄に掲げ

る職にある者に委任する。

令和７年10月９日

北海道知事 鈴木 直道

（保健福祉部所管分 その23）

補助金等を交付する事 交付申請書に添 実績報告書に添 交付申請書の提 補助金等の交

務又は事業の名称及び 補 助 対 象 者 補 助 対 象 経 費 補 助 率 等 付すべき関係書 付すべき関係書 出部数、提出期 付に関する権 摘 要

その目的又は趣旨 類 類 限及び提出先 限の委任

１ 介護施設等環境改善事 (１)実績による交付 保福第１の２号様式 提出部数 １部 総合振興局長

業 申請を行わない場合 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す 又は振興局長

近年の異常気象に伴う 保福第１の2号様式 保福第１の31号様式 る日

熱中症対策として、介護 保福第１の16号様式 別に指示する様式 提 出 先 総合振興局

事業所・施設等に冷房設 保福第１の18号様式 又は振興局

備を設置するための改修 保福第１の20号様式 保健環境部

等に必要な経費の一部 保福第１の32号様式

を、予算の範囲内におい （※申請者が市町村

て補助をする。 である場合を除く）

別に指示する様式

（２）実績により交

付申請を行う場合

保福第１の２号様式

保福第１の16号様式

保福第１の18号様式

保福第１の31号様式

保福第１の32号様式

（※申請者が市町村

である場合を除く）

別に指示する様式

(1) 冷房設備設置事業 冷房設備設置事業に要する経費 ４分の３以内

（寄附金その他



の収入金がある

ときは、補助金

等の額の算定に

当たり、当該寄

附金その他の収

入金の控除等を

行う。）

ア 老人福祉法(昭和3 市町村(札幌

8年法律第133号)第1 市、旭川市及び

5条第３項及び第４ 函館市を除く。

項の規定により設置 以下同じ。)、社

する特別養護老人ホ 会福祉法人、その

ーム（定員30名以上 他知事が認めた者

のものに限る。)及

び併設される老人短

期入所施設（利用定

員に関わらない）に

係る冷房設備設置事

業

イ 上記以外の老人短 市町村、社会

期入所施設に係る冷 福祉法人、その

房設備設置事業 他知事が認めた

者

ウ 老人福祉法第15条 市町村、社会

第３項及び第４項の 福祉法人、その他

規定により設置する 知事が認めた者

養護老人ホーム(定

員30名以上のものに

限る。)に係る冷房

設備設置事業

エ 老人福祉法第15条 市町村、社会

第５項の規定により 福祉法人、その

設置する軽費老人ホ 他知事が認めた

ーム(ケアハウス、 者

Ａ型及びＢ型であっ

て、定員30名以上の



ものに限る。)に係

る冷房設備設置事業

オ 介護保険法(平成 市町村、社会

９年法律第123号)第 福祉法人、医療

94条第１項の規定に 法人、その他知

より開設した介護老 事が認めた者

人保健施設(定員30

名以上のものに限

る。)に係る冷房設

備設置事業

カ 介護保険法第107 市町村、社会

条第１項の規定によ 福祉法人、医療

り開設した介護医療 法人、その他知

院(定員30名以上の 事が認めた者

ものに限る。)に係

る冷房設備設置事業

キ 老人福祉法第29条 市町村、社会

第１項の規定により 福祉法人、その

設置する有料老人ホ 他知事が認めた

ーム(定員30名以上 者

のものに限る。)に

係る冷房設備設置事

業

２ 災害時歯科保健医療提 一般社団法人北 災害時に、避難所等において歯科医 10分の10以内 保福第１の２号様式 保福第１の２号様式 提出部数 １部

供体制整備事業費 海道歯科医師会 療提供又は専門的口腔ケア等の歯科保 保福第１の16号様式 保福第１の30号様式 提出期限 別に指示す

災害時における歯科医 健医療活動の実施に必要な携帯型歯科 （寄附金その他 保福第１の18号様式 保福第１の31号様式 る日

療又は専門的口腔ケア等 用ポータブルユニット等（消耗品を含 の収入金がある 保福第１の20号様式 別に指示する様式 提 出 先 保健福祉部

の歯科保健医療活動の実 む）の整備に係る経費。ただし、施設 ときは、補助金 保福第１の32号様式 健康安全局

施に必要なポータブル歯 ごとに携帯型歯科用ポータブルユニッ 等の額の算定に 別に指示する様式 地域保健課

科ユニット等の機具・器 トを１台以上含むものとする。 当たり、当該寄

材を整備する。 附金その他の輸

入金の控除等を

行う。）


